
（歳入） 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 55.9 億円

（歳出） 1100.5 億円

引上げ分
地方消費税交付金

その他

千円 千円 千円 千円

社会福祉事業 25,314,238 11,261,507 1,380,223 12,672,508

児童福祉事業 41,557,867 25,089,733 1,617,458 14,850,676

生活保護事業 14,691,769 10,988,823 363,695 3,339,251

小計 81,563,874 47,340,063 3,361,376 30,862,435

国民健康保険事業 4,102,464 2,467,524 160,580 1,474,360

介護保険事業 8,222,009 115,263 796,224 7,310,522

後期高齢者医療事業 1,603,600 1,204,162 39,232 360,206

小計 13,928,073 3,786,949 996,036 9,145,088

保健衛生事業 1,627,934 404,664 120,146 1,103,124

保健予防事業 3,369,399 688,152 263,345 2,417,902

健康対策事業 4,563,714 952,851 354,649 3,256,214

病院事業 4,993,500 0 490,448 4,503,052

小計 14,554,547 2,045,667 1,228,588 11,280,292

110,046,494 53,172,679 5,586,000 51,287,815

　消費税引率の引上げによる増加分約５５．９憶円は、消費税法に定める社会保障４経費（年金、医療、
介護及び少子化対策）、その他社会保障施策（児童福祉費、介護保険費及び保険衛生費）に要する経
費に充てています。

平成31年度　引上げ分の地方消費税交付金が充てられる社会保障４経費
その他社会保障施策に要する経費

社会保障４経費その他社会保障施策に
要する経費

事業名（項名称）
平成31年度
予算額　※

財源内訳

特定財源

一般財源

社会福祉

社会保険

保健衛生

合計

※事務費及び事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）を除外した経費


